


































1） この場合における企業管理とは、企業の方向性を決定し、一定方向への展開を規定することを意味している ( 岡本 [2011], 56 頁 )。
2） この要因としては、1990 年代以降のグローバリゼーションの潮流や、2000 年代初頭に代表される IT 革命による情報化社会の到来




4）本稿においては、v. Werder, Axel [2008], Führungsorganisation : Grungdlagen der Corporate Governance, Spitzen- und Leitungsorganisation, 
2. Aufl., Wiesbaden. に依拠して考察を進めていく。
5） 岡本 [2012] においては、v. ヴェルダーの提唱する企業の管理組織の内、法的な観点から考察される法的な上位組織 (Spitzenorganisation)
について考察を行っている。この法的な上位組織においては、行為の担い手がその権利と義務に基づいて、企業管理に対して影響力
を行使できる (v. Werder [2008], S. 50)。したがって、企業の目標設定の定式化 (Formulierung) と実現 (Realisierung) に、どのような企業
内外の特定の個人と集団が参加するかがあきらかとなる。すなわち、法的な上位組織の分析により、トップマネジメントの機関の自
由裁量余地を制約する機関 ( 例えば、株主総会や監査役会 ) と、そこに参加する企業内外の利害集団の特定が可能となる。この分析
は、現代企業にとって焦眉の問題であるコーポレート・ガバナンスにおいても重要な意義を持つ ( 岡本 [2011], 63 頁 )。詳細に関して
は、v. Werder [2008], 岡本　[2011], 岡本　[2012] を参照のこと。また、法的な境界線と経済的な境界線が一致する個別企業
(Einheitsunternehmung) だけではなく、両者が一致しないコンツェルン (Konzernunternehmung) をも対象に考察を行っている。
6） この単語は、後述する v. ヴェルダーにおける垂直の権限配置という用語に対応して使用している。
・2012 年 10 月 3 日査読開始　2012 年 12 月 13 日掲載決定
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出所：v. Werder [2008], S. 43 を参考に、筆者作成。
7） v. ヴェルダーのトップマネジメントの機関の内部構造、即ち、図 1 における②の部分までについては、宮田 [2010] が既に、v. ヴェ





































































かということが問われることになる （v. Werder 
[2008], S. 42 f.）。
9） 各取締役が独立して職分を遂行するかどうかは、トップマネジメントの機関内部においてどのような分業が行われているのかによっ
て、決定される。この方法においては、v. Werder [2008], S. 176 ff, 岡本 [2011], 68 頁以下を参照のこと。
10） 企業管理の１つの側面としては、企業の枠組みを決定する行為そのもの、あるいは、その担い手であり、もう 1 つの側面は、枠組
みを決定する行為の実行を意味している。これらの行為により、企業活動の基礎的な方向性が決定され、一定方向への企業活動の展
開が規定される。そして、それに続く行為は、下位のヒエラルヒー・レベルへと伝達され詳細に明確化された後に、実行に移される
(v. Werder [2008], S. 17., 岡本 [2011], 58 頁以下 )。このような v. ヴェルダーにおける企業管理の基本的な理解には、エーリッヒ・グー
テンベルク (Gutenberg, Erich) の見解に依拠していると考えられる。グーテンベルクの企業管理については、Gutenberg [1962] を参照の
こと。
11） v. ヴェルダーの企業概念とその特徴に関しては、岡本 [2011], 岡本　[2012]　において考察を行っている。











































者 14）にまで、その認識対象が拡張される（v. Werder 














と 部 局 関 連 的 分 業（Ressortbindung）で あ る

















15） トップマネジメントの組織における権限委譲については、v. Werder [2008], S. 216 ff. を参照のこと。
























1 番目であり、機関構成員がヒエラルヒーの 2 番
目のレベルに該当する。






















（v. Werder [2008], S. 176 ff.）17）。
17） このモデルの具体例は、ジーメンス (Siemens AG) のトップマネジメントの組織である（v. Werder [2008], S. 178 f.）。
図 3　トップマネジメントの組織の代表者モデル
出所：v. Werder [2008], S. 177 を参考に、筆者が作成。
図２　トップマネジメントの組織の基礎モデル












































領域の管理をも担当する。そのため、v. ヴェルダーは、“2 つ帽子の原理 (zwei Hüte-Prinzip)”、あるいは、“兼任の原理”と呼んでい
る。また、このようなモデルの具体例は、ドイツ・ポスト (Deutsche Post World Net) である (v. Werder [2008], S. 180 ff.)。
19） v. ヴェルダーは、このモデルの具体例として、Nestlé S.A. を挙げている (v. Werder [2008], S. 183 ff.)。
図５　トップマネジメントの組織のヒエラルヒー・モデル
出所：v. Werder [2008], S. 183 を参考に、筆者が作成。
図４　トップマネジメントの組織の部局モデル
























も分業の重要性が把握されている（v. Werder [2008], 



































る (v. Werder [2008], S. 18５ ff.)。
21） 垂直の権限移譲とは、企業のヒエラルヒー内部において、上位のレベルから下位のレベルに権限移譲が行われることを指している。
詳細に関しては、v. Werder [2008], S. 262 ff. を参照のこと。
図６　トップマネジメントの組織のスタッフ・モデル
出所：v. Werder [2008], S. 186 を参考に、筆者作成。
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Delegation）である（v. Werder [2008], S. 264 f.）。下
記の図 7 はこれら 3 つの状況が起こり得るのは、
どのような場合であるのかを表している。以下に
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